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★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／内外／不動産投信（リート）
信 託 期 間 約４年11カ月間（2015年４月７日～2020年３月13日）

運 用 方 針
リートへの投資とオプション取引を組み合わせたカバードコール戦
略を構築し、信託財産の成長をめざすとともに、払出水準に基づい
て、投資者に対し奇数月に資金の払出しを行ないます。

主要投資対象

為替ヘッジあり

イ．ケイマン籍の外国投資信託「クレディ・スイ
ス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－
グローバル・リートα・ファンド（固定分配ク
ラス（円ヘッジ））」（以下「リートα・ファ
ンド（固定分配クラス（円ヘッジ））」といい
ます。）の受益証券（円建）

ロ．ダイワ・マネーストック・マザーファンドの
受益証券

為替ヘッジなし

イ．ケイマン籍の外国投資信託「クレディ・スイ
ス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－
グローバル・リートα・ファンド（固定分配ク
ラス（ノンヘッジ））」（以下「リートα・
ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））」
といいます。）の受益証券（円建）

ロ．ダイワ・マネーストック・マザーファンドの
受益証券

運 用 方 法

為替ヘッジあり

①主として、リートα・ファンド（固定分配クラ
ス（円ヘッジ））の受益証券を通じて、リートへ
の投資とオプション取引を組み合わせたカバード
コール戦略を構築し、信託財産の成長をめざしま
す。
②当ファンドは、リートα・ファンド（固定分配
クラス（円ヘッジ））とダイワ・マネーストッ
ク・マザーファンドに投資するファンド・オブ・
ファンズです。通常の状態で、リートα・ファン
ド（固定分配クラス（円ヘッジ））への投資割合
を高位に維持することを基本とします。
③リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッ
ジ））では、為替変動リスクを低減するため、為
替ヘッジを行ないます。
④上記①～③にかかわらず、基準価額（１万口当
り。既払払出金を加算しません。以下④において
同じ。）が一度でも2,000円を下回った場合、わ
が国の短期金融商品等による安定運用に順次切替
えを行ない、ファンド全体が安定運用に入った
後、繰上償還します。ただし、基準価額が2,000
円を下回ってから満期償還日までの期間が短い場
合、繰上償還を行ないません。
⑤払出水準に基づいて、投資者に対し奇数月に資
金の払出しを行ないます。

為替ヘッジなし

①主として、リートα・ファンド（固定分配クラ
ス（ノンヘッジ））の受益証券を通じて、リート
への投資とオプション取引を組み合わせたカバー
ドコール戦略を構築し、信託財産の成長をめざし
ます。
②当ファンドは、リートα・ファンド（固定分配
クラス（ノンヘッジ））とダイワ・マネーストッ
ク・マザーファンドに投資するファンド・オブ・
ファンズです。通常の状態で、リートα・ファン
ド（固定分配クラス（ノンヘッジ））への投資割
合を高位に維持することを基本とします。
③リートα・ファンド（固定分配クラス（ノン
ヘッジ））では、為替変動リスクを回避するため
の為替ヘッジは原則として行ないません。
④上記①～③にかかわらず、基準価額（１万口当
り。既払払出金を加算しません。以下④において
同じ。）が一度でも2,000円を下回った場合、わ
が国の短期金融商品等による安定運用に順次切替
えを行ない、ファンド全体が安定運用に入った
後、繰上償還します。ただし、基準価額が2,000
円を下回ってから満期償還日までの期間が短い場
合、繰上償還を行ないません。
⑤払出水準に基づいて、投資者に対し奇数月に資
金の払出しを行ないます。

組 入 制 限 投資信託証券への投資割合には、制限を設けません。

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みま
す。）等とし、原則として、１万口当り150円の払出水準に基づ
き、これを上限として払出額を決定します。ただし、当ファンドが
繰上償還することが決定した場合は、決定以後払出しを行ないませ
ん。また、分配対象額が少額の場合には、払出しを行なわないこと
があります。

＜奇数月定額払出型＞
ダイワ先進国リートα

為替ヘッジあり
為替ヘッジなし

運用報告書（全体版）
第10期（決算日 2016年11月14日）
第11期（決算日 2017年１月13日）
第12期（決算日 2017年３月13日）

受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
　さて、「＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進
国リートα　為替ヘッジあり／為替ヘッジな
し」は、このたび、第12期の決算を行ないま
した。
　ここに、第10期～第12期中の運用状況を
ご報告申し上げます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

為替ヘッジあり

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 Ｓ＆Ｐ先進国リート指数

（現地通貨建て） 公 社 債
組入比率

投資信託
受益証券
組入比率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込み

分配金
期 中
騰落率 (参考指数) 期 中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

１期末(2015年５月13日) 9,387 150 △4.6 9,455 △5.4 0.1 98.5 46
２期末(2015年７月13日) 9,120 150 △1.2 9,290 △1.7 0.1 98.8 46
３期末(2015年９月14日) 8,658 150 △3.4 8,888 △4.3 0.1 98.5 44
４期末(2015年11月13日) 8,839 150 3.8 9,356 5.3 0.1 98.2 45
５期末(2016年１月13日) 8,734 150 0.5 9,363 0.1 0.1 97.9 44
６期末(2016年３月14日) 8,881 150 3.4 9,882 5.6 0.0 98.8 45
７期末(2016年５月13日) 8,965 150 2.6 10,393 5.2 0.1 98.6 46
８期末(2016年７月13日) 9,031 150 2.4 10,931 5.2 0.1 98.4 46
９期末(2016年９月13日) 8,683 150 △2.2 10,620 △2.8 0.0 98.7 47
10期末(2016年11月14日) 7,890 150 △7.4 9,742 △8.3 0.0 98.2 45
11期末(2017年１月13日) 8,167 150 5.4 10,411 6.9 0.0 98.4 46
12期末(2017年３月13日) 7,960 150 △0.7 10,182 △2.2 0.0 98.3 45
（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）Ｓ＆Ｐ先進国リート指数（現地通貨建て）は、同指数の原データをもとに、当ファンド設定日を10,000として大和投資信託が計算したもので

す。Ｓ＆Ｐ先進国リート指数（現地通貨建て）の所有権およびその他一切の権利は、S&P Dow Jones Indices LLCが有しています。S&P 
Dow Jones Indices LLCは、同指数の算出にかかる誤謬等に関し、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。

（注３）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注４）公社債組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注５）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

運用経過

基準価額等の推移について

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものであり、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
＊当ファンドには＜分配金再投資コース＞はありません。
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純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

■基準価額・騰落率
第10期首：8,683円
第12期末：7,960円（既払分配金450円）
騰 落 率：△3.1％（分配金再投資ベース）

■基準価額の主な変動要因
　クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－グローバル・リートα・ファンド（固
定分配クラス（円ヘッジ））（以下「リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））」といいま
す。）とダイワ・マネーストック・マザーファンドに投資した結果、リートα・ファンド（固定分配ク
ラス（円ヘッジ））の下落が要因となり、基準価額は下落しました。リートα・ファンド（固定分配ク
ラス（円ヘッジ））については、先進国のリートへの投資とオプション取引を組み合わせたカバード
コール戦略を構築した結果、先進国リートが下落したことがマイナス要因となり、下落しました。一方、
オプション取引はプラスに寄与しました。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

年 月 日
基 準 価 額 Ｓ＆Ｐ先進国リート指数

（現 地 通 貨 建 て） 公 社 債
組 入 比 率

投 資 信 託
受 益 証 券
組 入 比 率騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％

第10期

（期首）2016年９月13日 8,683 － 10,620 － 0.0 98.7
９月末 8,789 1.2 10,725 1.0 0.0 98.8
10月末 8,356 △3.8 9,981 △6.0 0.0 94.8

（期末）2016年11月14日 8,040 △7.4 9,742 △8.3 0.0 98.2

第11期

（期首）2016年11月14日 7,890 － 9,742 － 0.0 98.2
11月末 8,114 2.8 10,029 3.0 0.0 98.3
12月末 8,240 4.4 10,315 5.9 － 98.5

（期末）2017年１月13日 8,317 5.4 10,411 6.9 0.0 98.4

第12期

（期首）2017年１月13日 8,167 － 10,411 － 0.0 98.4
１月末 8,097 △0.9 10,278 △1.3 0.0 98.5
２月末 8,322 1.9 10,721 3.0 0.0 96.3

（期末）2017年３月13日 8,110 △0.7 10,182 △2.2 0.0 98.3
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

投資環境について (2016.９.14～2017.３.13)

■先進国リート市況
　先進国リート市況は下落しました。当作成期間の前半は、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）による
利上げ観測の高まりが悪材料となり、北米のリートを中心に下落基調で推移しました。2016年11月の
米国大統領選挙に勝利したトランプ氏による景気刺激策への市場の関心を受けて、債券利回りが大幅に
上昇したことも、相場の重しとなりました。後半に入ると、良好な米国経済指標や主要各国における緩
和的な金融政策、特にＦＲＢがさらなる利上げに慎重な姿勢を示したことなどが好材料となり、リート
市況は上昇に転じました。国別の現地通貨建て騰落率を見ると、カナダ（2.2％）や英国（0.4％）が上
位だった一方で、フランス（△11.1％）やドイツ（△7.6％）、香港（△6.2％）などは振るいません
でした。現地通貨建てのセクター別では、特殊用途施設やホテル／リゾート、住宅が堅調だった一方で、
商業施設やヘルスケアなどは低調でした。
■短期金利市況
　日本では、日銀が2016年９月の金融政策決定会合で「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を導
入するなど、短期金利は低位で推移しました。一方、ＦＲＢは12月のＦＯＭＣ（米国連邦公開市場委
員会）で政策金利の誘導目標レンジを0.25～0.50％から0.50～0.75％に引き上げました。

前作成期間末における「今後の運用方針」

■当ファンド
　リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））とダイワ・マネーストック・マザーファンドに
投資します。また、リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））への投資割合を高位に維持す
ることを基本とします。
■リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））
　低金利環境が不動産市場にとってプラス要因となっています。ＥＣＢ（欧州中央銀行）は、低水準の
インフレ見通しを受け、資産買い入れプログラムを延長すると予想されます。ＢＯＥ（イングランド銀
行）は、英国の国民投票の結果を受けて、向こう数カ月以内に一段の金融緩和を実施する可能性があり
ます。日銀は、政策金利を引き下げるとともに、量的緩和策を拡大することが予想されます。オースト
ラリアと米国の好調な不動産市場、日本やユーロ圏での緩和的な金融政策が続くとみられ、リートに対
する追い風になると予想しています。
　現物リートポートフォリオ部分については、足元では米国の利上げの影響や世界的な金融市場の不安
定な値動きなどを勘案して、景気敏感セクターとディフェンシブ・セクターのバランスを図っています。
　個別銘柄ごとに、価格の方向性に基づき、保有株数の一部または全部にかかるコール・オプションを
売却することでカバードコール戦略を構築します。
　為替変動リスクを低減するため、為替ヘッジを行ないます。
■ダイワ・マネーストック・マザーファンド
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

ポートフォリオについて (2016.９.14～2017.３.13)

■当ファンド
　リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））とダイワ・マネーストック・マザーファンドに
投資しました。リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））への投資割合を高位に維持しまし
た。
■リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））
　安定的な配当が見込め、下値抵抗力がある相対的に割安な銘柄を選定し、リートのバリュエーション
やオプション取引価格等を考慮して、リートポートフォリオを構築しました。現物リートポートフォリ
オ部分については、住宅や商業施設のウエートを引き下げた一方、堅調なファンダメンタルズおよび魅
力的なバリュエーションから産業施設やオフィスのオーバーウエートを継続しました。国別で見ると、
オーストラリアや米国をおおむねオーバーウエート、英国をおおむねアンダーウエートで推移させまし
た。個別銘柄ごとに、価格の方向性に基づき、保有株数の一部または全部にかかるコール・オプション
を売却することでカバードコール戦略を構築しました。
　為替変動リスクを低減するため、為替ヘッジを行ないました。
■ダイワ・マネーストック・マザーファンド
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等による運用を行ないました。

ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
　以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。当ファンドはカバードコー
ル戦略を構築していますので、オプション取引要因は参考指数との差異の要因に含まれます。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

分配金（払出金）について

　第10期から第12期の１万口当り分配金（税込み）はそれぞれ150円といたしました。
　収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
第10期 第11期 第12期

2016年９月14日
～2016年11月14日

2016年11月15日
～2017年１月13日

2017年１月14日
～2017年３月13日

当期分配金（税込み） （円） 150 150 150
対基準価額比率 （％） 1.87 1.80 1.85
当期の収益 （円） 150 150 150
当期の収益以外 （円） ― ― ―

翌期繰越分配対象額 （円） 534 564 585
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「収益調整

金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。
（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税込み）に合致しない場合があります。
（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 第10期 第11期 第12期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 161.50円 180.13円 170.76円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00 0.00 0.00
(ｃ) 収益調整金 60.72 60.72 60.72
(ｄ) 分配準備積立金 462.22 473.73 503.86
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 684.45 714.59 735.35
(ｆ) 分配金 150.00 150.00 150.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 534.45 564.59 585.35
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。



7

＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

今後の運用方針
■当ファンド
　リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））とダイワ・マネーストック・マザーファンドに
投資します。また、リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））への投資割合を高位に維持す
ることを基本とします。
■リートα・ファンド（固定分配クラス（円ヘッジ））
　米国の景気は総じて好調さを維持していますが、引き続き金利動向は注視していく必要があるとみて
います。英国は、英ポンド安を受けて小売市場に軟化の警戒感が出始めています。アムステルダムやパ
リなどユーロ圏の主要都市では、英国のＥＵ（欧州連合）離脱による企業移転の恩恵を受ける見込みで
す。シンガポールは、景気の改善傾向が続けば産業施設を中心に好影響を受けるとみています。香港に
ついては、周辺国の景気改善や中国本土からの資本流入によって投資環境が下支えされるとみています。
オーストラリアについては前向きにみています。日本は低調な見通しが続くとみられます。現物リート
ポートフォリオ部分については、足元では米国の利上げによる影響や世界的な金融市場における不安定
な値動きなどを勘案して、景気敏感セクターとディフェンシブ・セクターのバランスを図っています。
　為替変動リスクを低減するため、為替ヘッジを行ないます。
■ダイワ・マネーストック・マザーファンド
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

１万口当りの費用の明細

項 目
第10期～第12期

（2016.９.14～2017.３.13） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 55円 0.658％
信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は8,282円です。

（投 信 会 社） （18） （0.214）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目
論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （35） （0.429）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （1） （0.016） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ―
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0.004 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.004） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 55 0.662
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のう
ち、このファンドに対応するものを含みます。

（注２）各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）が支払った費用を含みません。
（注３）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注４）比率欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

■売買および取引の状況
　投資信託受益証券

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）
決 算 期 第 10 期 ～ 第 12 期

買 付 売 付
口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
外国（邦貨建） 64.696 4,982 37.781 2,891
（注１）買付は、外国投資信託から支払われた分配金による再投資分を含みます。
（注２）金額は受渡し代金。
（注３）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
(1) 当ファンドにおける当作成期間中の利害関係人との
取引状況

　当作成期間（第10期～第12期）中における利害関
係人との取引はありません。

(2) ダイワ・マネーストック・マザーファンドにおける
当作成期間中の利害関係人との取引状況

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）
決 算 期 第 10 期 ～ 第 12 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 109,773 38,671 35.2 － － －
コール・ローン 4,537,656 － － － － －
（注）平均保有割合0.0％

※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビー
ファンドのマザーファンド所有口数の割合。

(3) 当作成期間中の売買委託手数料総額に対する利害関
係人への支払比率

　当作成期間（第10期～第12期）中における売買委
託手数料の利害関係人への支払いはありません。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当作成期間における当ファンドに係る利害関係人とは、大和
証券です。

■投信会社（自社）による当ファンドの設定・解約お
よび保有状況

第10期首保有額 当作成期間中
設 定 額

当作成期間中
解 約 額 第12期末保有額 取 引 の 理 由

百万円 百万円 百万円 百万円
50 － － 50 当初設定時にお

ける取得
（注１）金額は元本ベース。
（注２）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
　投資信託受益証券

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）
第 10 期 ～ 第 12 期

買 付 売 付
銘 柄 口 数 金 額 平均単価 銘 柄 口 数 金 額 平均単価

千口 千円 円 千口 千円 円
GLOBAL REIT ALPHA FUND FIXED DISTRIBUTION 
JPY HEDGED（ケイマン諸島） 23.286 1,800 77 GLOBAL REIT ALPHA FUND FIXED DISTRIBUTION 

JPY HEDGED（ケイマン諸島） 37.781 2,891 76

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）金額の単位未満は切捨て。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

(2) 親投資信託残高

種 類
第９期末 第 12 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・マネーストック・マザーファンド 49 49 49
（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2017年３月13日現在

項 目
第 12 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

投資信託受益証券 44,744 96.3
ダイワ・マネーストック・マザーファンド 49 0.1
コール・ローン等、その他 1,691 3.6
投資信託財産総額 46,485 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2016年11月14日)、(2017年１月13日)、(2017年３月13日)現在

項 目 第 10 期 末 第 11 期 末 第 12 期 末
(Ａ) 資産 46,092,553円 47,669,970円 46,485,859円

コール・ローン等 1,721,501 1,653,948 1,691,453
投資信託受益証券(評価額) 44,321,062 45,966,037 44,744,426
ダイワ・マネーストック・マザーファンド(評価額) 49,990 49,985 49,980

(Ｂ) 負債 965,418 960,681 960,446
未払収益分配金 857,928 857,928 857,928
未払信託報酬 106,870 101,533 100,708
その他未払費用 620 1,220 1,810

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 45,127,135 46,709,289 45,525,413
元本 57,195,259 57,195,259 57,195,259
次期繰越損益金 △12,068,124 △10,485,970 △11,669,846

(Ｄ) 受益権総口数 57,195,259口 57,195,259口 57,195,259口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 7,890円 8,167円 7,960円

＊第９期末における元本額は54,922,135円、当作成期間（第10期～第12期）中における追加設定元本額は2,273,124円、同解約元本額は0円です。
＊第12期末の計算口数当りの純資産額は7,960円です。
＊第12期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は11,669,846円です。

■組入資産明細表
(1) ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファン
ドの明細

フ ァ ン ド 名
第 12 期 末

口 数 評 価 額 比 率
外国投資信託受益証券 千口 千円 ％
(ケイマン諸島)
GLOBAL REIT ALPHA FUND FIXED 
DISTRIBUTION JPY HEDGED 599.831 44,744 98.3

（注１）比率欄は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注２）評価額の単位未満は切捨て。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

■損益の状況 第10期　自2016年９月14日　至2016年11月14日
第11期　自2016年11月15日　至2017年１月13日
第12期　自2017年１月14日　至2017年３月13日

項 目 第 10 期 第 11 期 第 12 期
(Ａ) 配当等収益 1,031,207円 1,073,401円 1,078,012円

受取配当金 1,031,248 1,073,451 1,078,045
支払利息 △        41 △        50 △        33

(Ｂ) 有価証券売買損益 △ 4,574,235 1,468,814 △ 1,302,662
売買益 2 1,468,819 1
売買損 △ 4,574,237 △         5 △ 1,302,663

(Ｃ) 信託報酬等 △   107,490 △   102,133 △   101,298
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 3,650,518 2,440,082 △   325,948
(Ｅ) 前期繰越損益金 △ 6,838,050 △11,346,496 △ 9,764,342
(Ｆ) 追加信託差損益金 △   721,628 △   721,628 △   721,628

(配当等相当額) (　   347,323) (　   347,323) (　   347,323)
(売買損益相当額) (△ 1,068,951) (△ 1,068,951) (△ 1,068,951)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △11,210,196 △ 9,628,042 △10,811,918
(Ｈ) 収益分配金 △   857,928 △   857,928 △   857,928

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △12,068,124 △10,485,970 △11,669,846
追加信託差損益金 △   721,628 △   721,628 △   721,628
(配当等相当額) (　   347,323) (　   347,323) (　   347,323)
(売買損益相当額) (△ 1,068,951) (△ 1,068,951) (△ 1,068,951)
分配準備積立金 2,709,514 2,881,866 3,000,652
繰越損益金 △14,056,010 △12,646,208 △13,948,870

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しております。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
（注３）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 第 10 期 第 11 期 第 12 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 923,717円 1,030,280円 976,714円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0 0
(ｃ) 収益調整金 347,323 347,323 347,323
(ｄ) 分配準備積立金 2,643,725 2,709,514 2,881,866
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 3,914,765 4,087,117 4,205,903
(ｆ) 分配金 857,928 857,928 857,928
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 3,056,837 3,229,189 3,347,975
(ｈ) 受益権総口数 57,195,259口 57,195,259口 57,195,259口
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
第 10 期 第 11 期 第 12 期

１ 万 口 当 り 分 配 金 150円 150円 150円

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金で
す。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行なわ
れ、申告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）
を選択することもできます。
・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジなし

為替ヘッジなし

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 Ｓ＆Ｐ先進国リート指数

（円 建 て） 公 社 債
組入比率

投資信託
受益証券
組入比率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込み

分配金
期 中
騰落率 (参考指数) 期 中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

１期末(2015年５月13日) 9,493 150 △ 3.6 9,600 △ 4.0 0.1 98.0 53
２期末(2015年７月13日) 9,369 150 0.3 9,553 △ 0.5 0.1 98.4 53
３期末(2015年９月14日) 8,703 150 △ 5.5 8,944 △ 6.4 0.1 98.7 49
４期末(2015年11月13日) 9,028 150 5.5 9,550 6.8 0.1 98.7 51
５期末(2016年１月13日) 8,575 150 △ 3.4 9,145 △ 4.2 0.1 98.6 48
６期末(2016年３月14日) 8,551 150 1.5 9,421 3.0 0.0 98.7 53
７期末(2016年５月13日) 8,322 150 △ 0.9 9,529 1.1 0.1 98.8 52
８期末(2016年７月13日) 8,071 150 △ 1.2 9,643 1.2 0.1 98.9 50
９期末(2016年９月13日) 7,593 150 △ 4.1 9,154 △ 5.1 0.0 98.7 47
10期末(2016年11月14日) 7,150 150 △ 3.9 8,691 △ 5.1 0.0 98.3 44
11期末(2017年１月13日) 7,846 150 11.8 9,851 13.3 0.0 98.4 49
12期末(2017年３月13日) 7,726 150 0.4 9,705 △ 1.5 0.0 98.4 48
（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）Ｓ＆Ｐ先進国リート指数（円建て）は、同指数の原データをもとに、当ファンド設定日を10,000として大和投資信託が計算したものです。Ｓ

＆Ｐ先進国リート指数（円建て）の所有権およびその他一切の権利は、S&P Dow Jones Indices LLCが有しています。S&P Dow Jones 
Indices LLCは、同指数の算出にかかる誤謬等に関し、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。

（注３）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注４）公社債組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注５）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジなし

運用経過

基準価額等の推移について

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものであり、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
＊当ファンドには＜分配金再投資コース＞はありません。
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■基準価額・騰落率
第10期首：7,593円
第12期末：7,726円（既払分配金450円）
騰 落 率：7.9％（分配金再投資ベース）

■基準価額の主な変動要因
　クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－グローバル・リートα・ファンド（固
定分配クラス（ノンヘッジ））（以下「リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））」とい
います。）とダイワ・マネーストック・マザーファンドに投資した結果、リートα・ファンド（固定分
配クラス（ノンヘッジ））の上昇が寄与し、基準価額は上昇しました。リートα・ファンド（固定分配
クラス（ノンヘッジ））については、先進国のリートへの投資とオプション取引を組み合わせたカバー
ドコール戦略を構築した結果、先進国リートが下落したことはマイナス要因となりましたが、原資産通
貨が対円で上昇したことが寄与し、上昇しました。また、オプション取引もプラスに寄与しました。く
わしくは「投資環境について」をご参照ください。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジなし

年 月 日
基 準 価 額 Ｓ＆Ｐ先進国リート指数

（円 建 て） 公 社 債
組 入 比 率

投 資 信 託
受 益 証 券
組 入 比 率騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％

第10期

（期首）2016年９月13日 7,593 － 9,154 － 0.0 98.7
９月末 7,686 1.2 9,222 0.7 0.0 98.8
10月末 7,510 △ 1.1 8,813 △ 3.7 0.0 98.9

（期末）2016年11月14日 7,300 △ 3.9 8,691 △ 5.1 0.0 98.3

第11期

（期首）2016年11月14日 7,150 － 8,691 － 0.0 98.3
11月末 7,710 7.8 9,406 8.2 0.0 98.5
12月末 8,020 12.2 9,903 13.9 － 98.7

（期末）2017年１月13日 7,996 11.8 9,851 13.3 0.0 98.4

第12期

（期首）2017年１月13日 7,846 － 9,851 － 0.0 98.4
１月末 7,796 △ 0.6 9,730 △ 1.2 0.0 98.4
２月末 7,928 1.0 10,019 1.7 0.0 96.2

（期末）2017年３月13日 7,876 0.4 9,705 △ 1.5 0.0 98.4
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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投資環境について (2016.９.14～2017.３.13)

■先進国リート市況
　先進国リート市況は下落しました。当作成期間の前半は、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）による
利上げ観測の高まりが悪材料となり、北米のリートを中心に下落基調で推移しました。2016年11月の
米国大統領選挙に勝利したトランプ氏による景気刺激策への市場の関心を受けて、債券利回りが大幅に
上昇したことも、相場の重しとなりました。後半に入ると、良好な米国経済指標や主要各国における緩
和的な金融政策、特にＦＲＢがさらなる利上げに慎重な姿勢を示したことなどが好材料となり、リート
市況は上昇に転じました。国別の現地通貨建て騰落率を見ると、カナダ（2.2％）や英国（0.4％）が上
位だった一方で、フランス（△11.1％）やドイツ（△7.6％）、香港（△6.2％）などは振るいません
でした。現地通貨建てのセクター別では、特殊用途施設やホテル／リゾート、住宅が堅調だった一方で、
商業施設やヘルスケアなどは低調でした。
■為替相場
　当ファンドが組み入れている先進国リートの対象通貨の為替相場は、当作成期間で、全体としては対
円で上昇しました。最も組入比率の高い米ドルは対円で上昇しました。2016年11月に米国の大統領選
挙でトランプ氏が勝利すると、同氏の経済政策への期待感などから市場のリスク選好度が強まり、米ド
ルをはじめとした通貨は円に対して上昇しました。12月に入っても、ＯＰＥＣ（石油輸出国機構）総
会において減産が合意され、原油価格が急騰したことなどを受けて続伸しました。2017年１月から２
月にかけては、米国の貿易赤字解消を積極的にめざすトランプ大統領の姿勢から米ドル高への懸念が強
まったことなどを受けて、米ドル円は緩やかな下落基調となりました。豪ドルも対円で上昇しました。
資源価格がおおむね堅調に推移したほか、オーストラリアや中国の経済指標に堅調なものが見られたこ
となどが支援材料となりました。

前作成期間末における「今後の運用方針」

■当ファンド
　リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））とダイワ・マネーストック・マザーファンド
に投資します。また、リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））への投資割合を高位に維
持することを基本とします。



17

＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジなし

■リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））
　低金利環境が不動産市場にとってプラス要因となっています。ＥＣＢ（欧州中央銀行）は、低水準の
インフレ見通しを受け、資産買い入れプログラムを延長すると予想されます。ＢＯＥ（イングランド銀
行）は、英国の国民投票の結果を受けて、向こう数カ月以内に一段の金融緩和を実施する可能性があり
ます。日銀は、政策金利を引き下げるとともに、量的緩和策を拡大することが予想されます。オースト
ラリアと米国の好調な不動産市場、日本やユーロ圏での緩和的な金融政策が続くとみられ、リートに対
する追い風になると予想しています。
　現物リートポートフォリオ部分については、足元では米国の利上げの影響や世界的な金融市場の不安
定な値動きなどを勘案して、景気敏感セクターとディフェンシブ・セクターのバランスを図っています。
　個別銘柄ごとに、価格の方向性に基づき、保有株数の一部または全部にかかるコール・オプションを
売却することでカバードコール戦略を構築します。
■ダイワ・マネーストック・マザーファンド
流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

ポートフォリオについて (2016.９.14～2017.３.13)

■当ファンド
　リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））とダイワ・マネーストック・マザーファンド
に投資しました。リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））への投資割合を高位に維持し
ました。
■リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））
　安定的な配当が見込め、下値抵抗力がある相対的に割安な銘柄を選定し、リートのバリュエーション
やオプション取引価格等を考慮して、リートポートフォリオを構築しました。現物リートポートフォリ
オ部分については、住宅や商業施設のウエートを引き下げた一方、堅調なファンダメンタルズおよび魅
力的なバリュエーションから産業施設やオフィスのオーバーウエートを継続しました。国別で見ると、
オーストラリアや米国をおおむねオーバーウエート、英国をおおむねアンダーウエートで推移させまし
た。個別銘柄ごとに、価格の方向性に基づき、保有株数の一部または全部にかかるコール・オプション
を売却することでカバードコール戦略を構築しました。
■ダイワ・マネーストック・マザーファンド
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等による運用を行ないました。
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ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
　以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。当ファンドはカバードコー
ル戦略を構築していますので、オプション取引要因は参考指数との差異の要因に含まれます。

分配金（払出金）について

　第10期から第12期の１万口当り分配金（税込み）はそれぞれ150円といたしました。
　収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
第10期 第11期 第12期

2016年９月14日
～2016年11月14日

2016年11月15日
～2017年１月13日

2017年１月14日
～2017年３月13日

当期分配金（税込み） （円） 150 150 150
対基準価額比率 （％） 2.05 1.88 1.90
当期の収益 （円） 150 150 150
当期の収益以外 （円） ― ― ―

翌期繰越分配対象額 （円） 539 574 597
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「収益調整

金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。
（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税込み）に合致しない場合があります。
（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 第10期 第11期 第12期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 172.22円 185.41円 172.55円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00 0.00 0.00
(ｃ) 収益調整金 46.10 46.10 46.10
(ｄ) 分配準備積立金 470.87 493.09 528.50
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 689.19 724.61 747.16
(ｆ) 分配金 150.00 150.00 150.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 539.19 574.61 597.16
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

今後の運用方針
■当ファンド
　リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））とダイワ・マネーストック・マザーファンド
に投資します。また、リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））への投資割合を高位に維
持することを基本とします。
■リートα・ファンド（固定分配クラス（ノンヘッジ））
　米国の景気は総じて好調さを維持していますが、引き続き金利動向は注視していく必要があるとみて
います。英国は英ポンド安を受けて、小売市場に軟化の警戒感が出始めています。アムステルダムやパ
リなどユーロ圏の主要都市では、英国のＥＵ（欧州連合）離脱による企業移転の恩恵を受ける見込みで
す。シンガポールは、景気の改善傾向が続けば産業施設を中心に好影響を受けるとみています。香港に
ついては、周辺国の景気改善や中国本土からの資本流入によって投資環境が下支えされるとみています。
オーストラリアについては、前向きにみています。日本は低調な見通しが続くとみられます。現物リー
トポートフォリオ部分については、足元では米国の利上げによる影響や世界的な金融市場における不安
定な値動き等を勘案して、景気敏感セクターとディフェンシブ・セクターのバランスを図っています。
■ダイワ・マネーストック・マザーファンド
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。
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１万口当りの費用の明細

項 目
第10期～第12期

（2016.９.14～2017.３.13） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 51円 0.658％
信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は7,747円です。

（投 信 会 社） （17） （0.214）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目
論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （33） （0.428）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （1） （0.016） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ―
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0.004 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.004） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 51 0.662
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のう
ち、このファンドに対応するものを含みます。

（注２）各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）が支払った費用を含みません。
（注３）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注４）比率欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■売買および取引の状況
　投資信託受益証券

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）
決 算 期 第 10 期 ～ 第 12 期

買 付 売 付
口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
外国（邦貨建） 49.609 3,560 45.949 3,290
（注１）買付は、外国投資信託から支払われた分配金による再投資分を含みます。
（注２）金額は受渡し代金。
（注３）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
　投資信託受益証券

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）
第 10 期 ～ 第 12 期

買 付 売 付
銘 柄 口 数 金 額 平均単価 銘 柄 口 数 金 額 平均単価

千口 千円 円 千口 千円 円
GLOBAL REIT ALPHA FUND FIXED DISTRIBUTION 
NON HEDGED（ケイマン諸島） 45.949 3,290 71

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）金額の単位未満は切捨て。

(3) 当作成期間中の売買委託手数料総額に対する利害関
係人への支払比率

　当作成期間（第10期～第12期）中における売買委
託手数料の利害関係人への支払いはありません。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当作成期間における当ファンドに係る利害関係人とは、大和
証券です。

■利害関係人との取引状況
(1) 当ファンドにおける当作成期間中の利害関係人との
取引状況

　当作成期間（第10期～第12期）中における利害関
係人との取引はありません。

(2) ダイワ・マネーストック・マザーファンドにおける
当作成期間中の利害関係人との取引状況

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）
決 算 期 第 10 期 ～ 第 12 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 109,773 38,671 35.2 － － －
コール・ローン 4,537,656 － － － － －
（注）平均保有割合0.0％

※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビー
ファンドのマザーファンド所有口数の割合。

■投信会社（自社）による当ファンドの設定・解約お
よび保有状況

第10期首保有額 当作成期間中
設 定 額

当作成期間中
解 約 額 第12期末保有額 取 引 の 理 由

百万円 百万円 百万円 百万円
50 － － 50 当初設定時にお

ける取得
（注１）金額は元本ベース。
（注２）単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
2017年３月13日現在

項 目
第 12 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

投資信託受益証券 47,667 96.4
ダイワ・マネーストック・マザーファンド 49 0.1
コール・ローン等、その他 1,753 3.5
投資信託財産総額 49,470 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

(2) 親投資信託残高

種 類
第９期末 第 12 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・マネーストック・マザーファンド 49 49 49
（注）単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2016年11月14日)、(2017年１月13日)、(2017年３月13日)現在

項 目 第 10 期 末 第 11 期 末 第 12 期 末
(Ａ) 資産 45,862,592円 50,223,127円 49,470,794円

コール・ローン等 1,754,002 1,804,005 1,753,751
投資信託受益証券(評価額) 44,058,600 48,369,137 47,667,063
ダイワ・マネーストック・マザーファンド(評価額) 49,990 49,985 49,980

(Ｂ) 負債 1,047,262 1,048,449 1,048,175
未払収益分配金 940,166 940,166 940,166
未払信託報酬 106,476 107,033 106,143
その他未払費用 620 1,250 1,866

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 44,815,330 49,174,678 48,422,619
元本 62,677,776 62,677,776 62,677,776
次期繰越損益金 △17,862,446 △13,503,098 △14,255,157

(Ｄ) 受益権総口数 62,677,776口 62,677,776口 62,677,776口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 7,150円 7,846円 7,726円

＊第９期末における元本額は62,677,776円、当作成期間（第10期～第12期）中における追加設定元本額は0円、同解約元本額は0円です。
＊第12期末の計算口数当りの純資産額は7,726円です。
＊第12期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は14,255,157円です。

■組入資産明細表
(1) ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファン
ドの明細

フ ァ ン ド 名
第 12 期 末

口 数 評 価 額 比 率
外国投資信託受益証券 千口 千円 ％
(ケイマン諸島)
GLOBAL REIT ALPHA FUND FIXED 
DISTRIBUTION NON HEDGED 662.861 47,667 98.4

（注１）比率欄は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注２）評価額の単位未満は切捨て。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジなし

■損益の状況 第10期　自2016年９月14日　至2016年11月14日
第11期　自2016年11月15日　至2017年１月13日
第12期　自2017年１月14日　至2017年３月13日

項 目 第 10 期 第 11 期 第 12 期
(Ａ) 配当等収益 1,186,551円 1,185,737円 1,188,307円

受取配当金 1,186,564 1,185,787 1,188,350
支払利息 △        13 △        50 △        43

(Ｂ) 有価証券売買損益 △ 2,916,211 4,221,440 △   893,441
売買益 1 4,221,445 1
売買損 △ 2,916,212 △         5 △   893,442

(Ｃ) 信託報酬等 △   107,096 △   107,663 △   106,759
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 1,836,756 5,299,514 188,107
(Ｅ) 前期繰越損益金 △14,130,072 △16,906,994 △12,547,646
(Ｆ) 追加信託差損益金 △   955,452 △   955,452 △   955,452

(配当等相当額) (　   288,964) (　   288,964) (　   288,964)
(売買損益相当額) (△ 1,244,416) (△ 1,244,416) (△ 1,244,416)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △16,922,280 △12,562,932 △13,314,991
(Ｈ) 収益分配金 △   940,166 △   940,166 △   940,166

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △17,862,446 △13,503,098 △14,255,157
追加信託差損益金 △   955,452 △   955,452 △   955,452
(配当等相当額) (　   288,964) (　   288,964) (　   288,964)
(売買損益相当額) (△ 1,244,416) (△ 1,244,416) (△ 1,244,416)
分配準備積立金 3,090,604 3,312,565 3,453,947
繰越損益金 △19,997,598 △15,860,211 △16,753,652

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しております。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
（注３）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 第 10 期 第 11 期 第 12 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 1,079,455円 1,162,127円 1,081,548円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0 0
(ｃ) 収益調整金 288,964 288,964 288,964
(ｄ) 分配準備積立金 2,951,315 3,090,604 3,312,565
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 4,319,734 4,541,695 4,683,077
(ｆ) 分配金 940,166 940,166 940,166
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 3,379,568 3,601,529 3,742,911
(ｈ) 受益権総口数 62,677,776口 62,677,776口 62,677,776口
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジなし

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
第 10 期 第 11 期 第 12 期

１ 万 口 当 り 分 配 金 150円 150円 150円

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金で
す。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行なわ
れ、申告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）
を選択することもできます。
・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα

クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－グローバル・リートα・ファンド
固定分配クラス（円ヘッジ）／固定分配クラス（ノンヘッジ）

　当ファンド（＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）はケイマン籍の外
国投資信託「クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅱ－グローバル・リートα・ファンド　固定
分配クラス（円ヘッジ）／固定分配クラス（ノンヘッジ）」に投資しておりますが、以下の内容は一部の項目を除き
すべてのクラスを合算しております。
　（注）2017年３月13日時点で入手しうる直近の状況を掲載しております。

貸借対照表
2016年２月29日

（円）
資産
担保付スワップ投資、公正価値（取得原価：　45,096,414,834円） 30,696,132,564
デリバティブ金融商品、公正価値 616,731,457
未収利息 5,935,100
資産計 31,318,799,121

負債
デリバティブ金融商品、公正価値 429,758,114
未払報酬代理店報酬 5,935,100
負債計 435,693,214

償還可能受益証券保有者帰属純資産 30,883,105,907

帰属先別純資産： ノンヘッジクラス受益証券 5,780,731,398
円ヘッジクラス受益証券 13,300,642,067
通貨セレクトクラス受益証券 11,705,563,586
固定分配クラス（ノンヘッジ）受益証券 51,712,459
固定分配クラス（円ヘッジ）受益証券 44,456,397

発行済受益証券： ノンヘッジクラス受益証券 62,003,889.45
円ヘッジクラス受益証券 201,490,403.05
通貨セレクトクラス受益証券 225,340,586.69
固定分配クラス（ノンヘッジ）受益証券 662,988.27
固定分配クラス（円ヘッジ）受益証券 538,075.32

受益証券一口当り純資産価値： ノンヘッジクラス受益証券 93.231
円ヘッジクラス受益証券 66.011
通貨セレクトクラス受益証券 51.946
固定分配クラス（ノンヘッジ）受益証券 77.999
固定分配クラス（円ヘッジ）受益証券 82.621
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＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα

包括利益計算書
2016年２月29日に終了した年度

（円）

手数料収入 7,844,608,858
担保付スワップ投資純損失 (12,976,404,884)
デリバティブ純利益 457,026,244
投資純損失 (4,674,769,782)

営業経費 138,101,114
営業経費計 138,101,114

金融費用支払前営業利益 (4,812,870,896)
償還可能受益証券保有者への分配 (7,706,507,744)
分配金支払後の償還可能受益証券保有者帰属純資産変動 (12,519,378,640)

デリバティブ金融商品（為替先渡契約）

満期日 契約数 公正価値
（円）

2016年３月10日 18 113,553,398
2016年３月24日 44 73,419,945

公正価値 186,973,343
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ダイワ・マネーストック・マザーファンド

 <補足情報>
　当ファンド（＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジあり／為替ヘッジなし）が投資対象として
いる「ダイワ・マネーストック・マザーファンド」の決算日（2016年12月９日）と、当ファンドの決算日が異なっ
ておりますので、当ファンドの第12期の決算日（2017年３月13日）現在におけるダイワ・マネーストック・マザー
ファンドの組入資産の内容等を27ページに併せて掲載いたしました。

■ダイワ・マネーストック・マザーファンドの主要な売買銘柄
　公　社　債

（2016年９月14日から2017年３月13日まで）

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
645 国庫短期証券  2017/2/20 17,010,400
642 国庫短期証券  2017/2/6 9,700,144
629 国庫短期証券  2016/11/28 8,570,294
619 国庫短期証券  2016/10/11 7,720,160
632 国庫短期証券  2016/12/12 7,380,262
620 国庫短期証券  2016/10/17 7,150,250
623 国庫短期証券  2016/10/31 6,010,184
638 国庫短期証券  2017/1/16 5,120,041
648 国庫短期証券  2017/3/6 4,350,168
649 国庫短期証券  2017/3/13 4,120,201
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
　下記は、2017年３月13日現在におけるダイワ・マネーストック・マザーファンド（40,001,667千口）の内容です。

(1) 国内（邦貨建）公社債（種類別）
2017年３月13日現在

区 分 額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 うちＢＢ格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 2,940,000 2,940,060 7.3 － － － 7.3
（注１）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注２）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注３）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

(2) 国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
2017年３月13日現在

区 分 銘 柄 年 利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日
％ 千円 千円

国債証券 651 国庫短期証券 － 2,940,000 2,940,060 2017/03/21
（注）単位未満は切捨て。
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東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
http://www.daiwa-am.co.jp/

ダイワ・マネーストック・マザーファンド

運用報告書　第７期（決算日　2016年12月９日）

（計算期間　2015年12月10日～2016年12月９日）

ダイワ・マネーストック・マザーファンドの第７期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 円建ての債券

運 用 方 法
①円建ての債券を中心に投資し、安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。
②円建資産への投資にあたっては、残存期間が１年未満、取得時においてＡ－２格相当以上の債
券およびコマーシャル・ペーパーに投資することを基本とします。

株 式 組 入 制 限 純資産総額の10％以下
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ダイワ・マネーストック・マザーファンド

■主要な売買銘柄
　公　社　債

（2015年12月10日から2016年12月９日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
591 国庫短期証券 2016/5/30 18,690,605 575 国庫短期証券 2016/6/10 1,500,603
601 国庫短期証券 2016/7/19 18,510,383 342 2年国債 0.1% 2016/7/15 720,475
613 国庫短期証券 2016/9/12 18,220,258 100 5年国債 0.3% 2016/9/20 601,368
611 国庫短期証券 2016/9/5 15,210,394
596 国庫短期証券 2016/6/20 11,560,241
588 国庫短期証券 2016/5/16 9,500,428
609 国庫短期証券 2016/8/22 8,580,187
629 国庫短期証券 2016/11/28 8,570,294
610 国庫短期証券 2016/8/29 7,920,152
619 国庫短期証券 2016/10/11 7,720,160
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

年 月 日 基 準 価 額 公 社 債
組 入 比 率騰 落 率

円 ％ ％
(期首)2015年12月９日 10,041 － 51.6

12月末 10,041 0.0 51.7
2016年１月末 10,042 0.0 90.7

２月末 10,041 0.0 51.1
３月末 10,041 0.0 2.0
４月末 10,041 0.0 7.5
５月末 10,040 △0.0 0.1
６月末 10,040 △0.0 2.0
７月末 10,039 △0.0 19.3
８月末 10,038 △0.0 46.5
９月末 10,038 △0.0 26.0
10月末 10,037 △0.0 3.4
11月末 10,037 △0.0 26.6

(期末)2016年12月９日 10,037 △0.0 29.1
（注１）騰落率は期首比。
（注２）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除

きます。
（注３）当ファンドは、安定した収益の確保をめざして安定運用を行なっており、

ベンチマークおよび参考指数はありません。

■売買および取引の状況
　公　社　債

（2015年12月10日から2016年12月９日まで）
買 付 額 売 付 額

国
内

千円 千円
国債証券 215,986,756 2,822,446

(233,210,000)
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）(　 )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注３）単位未満は切捨て。

■当期中の基準価額の推移

10,036
10,037
10,038
10,039
10,040
10,041
10,042
10,043

期　首
（2015.12.９）

期　末
（2016.12.９）

（円）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
　期首：10,041円　期末：10,037円　騰落率：△0.0％
【基準価額の主な変動要因】
低金利環境が継続したことなどから、基準価額は下落しました。
◆投資環境について
○国内短期金融市況
　期首より、日銀は量的・質的金融緩和を継続し、2016年１月に
はマイナス金利付き量的・質的金融緩和の導入を、９月には長短金
利操作付き量的・質的金融緩和の導入を決定しました。このような
日銀の金融政策を背景に、国庫短期証券（３カ月物）の利回りおよ
び無担保コール翌日物金利は低下しました。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 －円
有価証券取引税 －
その他費用 0
（その他） （0）

合　　計 0
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注２）各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

◆前期における「今後の運用方針」
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ロー
ン等の短期金融資産への投資により、安定的な運用を行なってまい
ります。
◆ポートフォリオについて
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン
等による運用を行ないました。
◆ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび
参考指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
2016年12月９日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 45,419,816,005円

コール・ローン等 33,049,294,532
公社債(評価額) 12,370,239,552
その他未収収益 281,921

(Ｂ) 負債 2,970,027,930
未払金 1,470,027,930
未払解約金 1,500,000,000

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 42,449,788,075
元本 42,294,564,193
次期繰越損益金 155,223,882

(Ｄ) 受益権総口数 42,294,564,193口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,037円

＊期首における元本額は62,535,131,959円、当期中における追加設定元本額は
110,785,944,225円、同解約元本額は131,026,511,991円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
米国担保付貸付債権ファンド（為替ヘッジあり）3,021,993円、ダイワ米国担保
付貸付債権ファンド（為替ヘッジなし）1,018,149円、ダイワ米国バンクロー

■投資信託財産の構成
2016年12月９日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

公社債 12,370,239 27.2
コール・ローン等、その他 33,049,576 72.8
投資信託財産総額 45,419,816 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

ン・ファンド（為替ヘッジあり）2014－07　9,963円、ダイワ米国バンクロー
ン・ファンド（為替ヘッジあり）2014－09　9,963円、ダイワ米国バンクロー
ン・ファンド（為替ヘッジあり）2014－11　9,962円、ロボット・テクノロ
ジー関連株ファンド　－ロボテック－49,795,838円、新興国ソブリン・豪ドル
ファンド（毎月決算型）999円、新興国ソブリン・ブラジルレアルファンド（毎
月決算型）999円、新興国ソブリン・ファンド（為替ヘッジあり／毎月決算型）
999円、アジア高利回り社債ファンド（為替ヘッジあり／毎月決算型）999円、
ＵＳ短期ハイ・イールド社債ファンド（為替ヘッジあり／毎月決算型）
3,988,832円、ＵＳ短期高利回り社債ファンド（為替ヘッジあり／年１回決算
型）4,984円、ロボット・テクノロジー関連株ファンド　－ロボテック－（為替
ヘッジあり）39,849円、ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年１回決算
型）　－ロボテック（年１回）－（為替ヘッジあり）3,985円、ダイワ上場投信
－日経平均レバレッジ・インデックス13,026,074,887円、ダイワ上場投信－日
経平均ダブルインバース・インデックス7,057,921,466円、ダイワ上場投信－
ＴＯＰＩＸレバレッジ（２倍）指数1,434,536,786円、ダイワ上場投信－ＴＯ
ＰＩＸダブルインバース（－２倍）指数757,087,194円、ダイワ上場投信－日
経平均インバース・インデックス11,055,796,865円、ダイワ上場投信－ＴＯＰ
ＩＸインバース（－１倍）指数2,230,635,146円、ダイワ上場投信－ＪＰＸ日
経400レバレッジ・インデックス901,494,652円、ダイワ上場投信－ＪＰＸ日
経400インバース・インデックス4,402,808,262円、ダイワ上場投信－ＪＰＸ
日経400ダブルインバース・インデックス313,802,045円、ダイワ米国投資法
人債ファンド（為替ヘッジあり）2016－07　997円、ダイワ米国投資法人債
ファンド（部分為替ヘッジあり）2016－07　997円、ダイワ米国投資法人債
ファンド（為替ヘッジあり）2016－10　997円、ダイワ米国投資法人債ファン
ド（部分為替ヘッジあり）2016－10　997円、ダイワ・ブルベア・セレクト　
マネー・ポートフォリオ185,052,355円、ダイワ・ブルベア・セレクト　ドル
高円安ポートフォリオ160,376,323円、ダイワ・ブルベア・セレクト　円高ド
ル安ポートフォリオ76,963,963円、ダイワ日本国債15－20年ラダー型ファン
ド・マネーポートフォリオ　－ＳＬトレード－48,811,188円、ダイワ／モルガ
ン・スタンレー新興４カ国不動産関連ファンド－成長の槌音（つちおと）－
11,000,000円、ダイワ／ハリス世界厳選株ファンド・マネー・ポートフォリオ
395,846,364円、ダイワ・アセアン内需関連株ファンド・マネー・ポートフォ
リオ91,481,943円、通貨選択型ダイワ／ミレーアセット・グローバル・グレー
トコンシューマー株式ファンドⅡ　豪ドル・コース（毎月分配型）4,184,518円、
通貨選択型ダイワ／ミレーアセット・グローバル・グレートコンシューマー株式
ファンドⅡ　ブラジル・レアル・コース（毎月分配型）12,952,078円、通貨選
択型ダイワ／ミレーアセット・グローバル・グレートコンシューマー株式ファン
ドⅡ　通貨セレクト・コース（毎月分配型）4,981,569円、ダイワＵＳ短期ハ
イ・イールド社債ファンド（為替ヘッジあり／年１回決算型）199,295円、ダイ
ワ米国バンクローン・オープン（為替ヘッジあり）997円、ダイワ米国バンク
ローン・オープン（為替ヘッジなし）997円、ダイワ新グローバル・ハイブリッ
ド証券ファンド（為替ヘッジあり）997円、ダイワ新グローバル・ハイブリッド
証券ファンド（為替ヘッジなし）997円、ダイワ／ミレーアセット亜細亜株式
ファンド9,958,176円、＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッ
ジあり49,806円、＜奇数月定額払出型＞ダイワ先進国リートα　為替ヘッジな
し49,806円、通貨選択型ダイワ／ミレーアセット・グローバル好配当株α（毎
月分配型）米ドル・コース4,980,080円、通貨選択型ダイワ／ミレーアセット・
グローバル好配当株α（毎月分配型）ブラジル・レアル・コース12,948,208円、
通貨選択型ダイワ／ミレーアセット・グローバル好配当株α（毎月分配型）通貨
セレクト・コース3,685,259円、ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年１
回決算型）　－ロボテック（年１回）－100,588円、ダイワ先進国リートα　為
替ヘッジあり（毎月分配型）399,083円、ダイワ先進国リートα　為替ヘッジな
し（毎月分配型）99,771円、通貨選択型ダイワ先進国リートα　円ヘッジコー
ス（毎月分配型）399,083円、通貨選択型ダイワ先進国リートα　通貨セレクト
コース（毎月分配型）99,771円、ダイワ／ミレーアセット・グローバル・グ
レートコンシューマー株式ファンド（為替ヘッジあり）2,088,438円、ダイワ／
ミレーアセット・グローバル・グレートコンシューマー株式ファンド（為替ヘッ
ジなし）1,012,911円、ダイワ／ミレーアセット・アジア・セクターリーダー株
ファンド10,009,811円、ダイワ日本株ストラテジーα（通貨選択型）　－ジャ
パン・トリプルリターンズ－　日本円・コース（毎月分配型）398,764円、ダイ
ワ日本株ストラテジーα（通貨選択型）　－ジャパン・トリプルリターンズ－　
豪ドル・コース（毎月分配型）99,691円、ダイワ日本株ストラテジーα（通貨
選択型）　－ジャパン・トリプルリターンズ－　ブラジル・レアル・コース（毎
月分配型）398,764円、ダイワ日本株ストラテジーα（通貨選択型）　－ジャパ
ン・トリプルリターンズ－　米ドル・コース（毎月分配型）398,764円、ダイワ
日本株ストラテジーα（通貨選択型）　－ジャパン・トリプルリターンズ－　通
貨セレクト・コース（毎月分配型）1,993,820円、通貨選択型ダイワ米国厳選株
ファンド　－イーグルアイⅡ－　予想分配金提示型　日本円・コース1,496,804
円、通貨選択型ダイワ米国厳選株ファンド　－イーグルアイⅡ－　予想分配金提
示型　豪ドル・コース499,994円、通貨選択型ダイワ米国厳選株ファンド　－
イーグルアイⅡ－　予想分配金提示型　ブラジル・レアル・コース1,496,804円、

(2) 国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日
％ 千円 千円

国債証券 632　国庫短期証券 － 7,380,000 7,380,059 2016/12/12
634　国庫短期証券 － 2,070,000 2,070,043 2016/12/19
635　国庫短期証券 － 2,920,000 2,920,135 2016/12/26

合計 銘柄数 3銘柄
金 額 12,370,000 12,370,239

（注）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
(1) 国内（邦貨建）公社債（種類別）
作 成 期 当 期 末

区 分 額面金額 評 価 額 組入比率
うちＢＢ
格 以 下
組入比率

残存期間別組入比率
５年以上 ２年以上 ２年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 12,370,000 12,370,239 29.1 － － － 29.1
（注１）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注２）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注３）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等より

データを入手しています。
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通貨選択型ダイワ米国厳選株ファンド　－イーグルアイⅡ－　予想分配金提示型　
米ドル・コース9,976,045円、通貨選択型ダイワ米国厳選株ファンド　－イーグ
ルアイⅡ－　予想分配金提示型　通貨セレクト・コース2,001,563円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は10,037円です。

■損益の状況
当期　自2015年12月10日　至2016年12月９日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 △ 16,210,382円

受取利息 △  3,627,074
その他収益金 281,921
支払利息 △ 12,865,229

(Ｂ) 有価証券売買損益 △  1,217,528
売買益 236,035
売買損 △  1,453,563

(Ｃ) その他費用 △    176,405
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 17,604,315
(Ｅ) 前期繰越損益金 256,659,974
(Ｆ) 解約差損益金 △525,706,324
(Ｇ) 追加信託差損益金 441,874,547
(Ｈ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 155,223,882

次期繰越損益金(Ｈ) 155,223,882
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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